
設定・運用は

マンスリーレポート

設定日：2014年3月6日　 償還日：無期限　 決算日：1月、4月、7月、10月の各15日 追加型投信／国内／不動産投信／ETF／インデックス型

販売用資料（基準日：2017年6月30日）NZAM 上場投信 東証REIT指数　（銘柄コード：1595）

　当月末の基準価額は、171,579円（前月比-
4,928円）となりました。
　また、税引き前分配金を再投資した場合の月
間騰落率は-2.79％となりました。

※1 分配金再投資ﾍﾞｰｽは分配金（課税前）を再投資したものとして計算しており、分配金があった場合は実際の基準価額とは異なります。また、実際のファンドにおいては、課税の条件によってお客様

ごとに値は異なります。 

※2 上記のグラフは、設定日を10,000として指数化したものです。 

※3 上記のグラフは過去のものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。 

※1 基準価額騰落率（分配金再投資）は、当ファンドの決算時

に収益の分配金があった場合に、その分配金（課税前）を再

投資した場合の騰落率です。また、実際のファンドにおいては、

課税の条件によってお客様ごとに騰落率は異なります。 

※2 基準価額騰落率は過去のものであり、将来の運用成果を

保証するものではありません。 

※ 上記の分配金は、過去の実績であり、あらかじ

め一定の額の分配をお約束するものでありませ

ん。運用状況によっては分配金が変わる場合、あ

るいは分配金が支払われない場合があります。 

※ 100口当たりの実績です。 

 

※1 比率は純資産総額対比です。 

※2 短期資産等には、コール、CD、CP、現先、未収金、未

払金等が含まれます。 
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純資産総額（右軸） 基準価額 分配金再投資ﾍﾞｰｽ 

（百万円） 

■ 基準価額・純資産総額の設定来推移 

■ 設定来の運用実績 ■ 基準価額と純資産総額 

■ 運用資産構成比率 

■ 分配実績 ■ 運用概況 

（円） 騰落率（％）

当月末 187,265 -

過去1ヵ月 192,644 -2.79

過去3ヵ月 194,903 -3.92

過去6ヵ月 201,835 -7.22

過去1年 197,255 -5.06

過去3年 161,392 16.03

設定日来 148,502 26.10

基準価額 (分配金再投資) 
当月末 前月末 前月末比

基準価額
（円）

純資産総額
（百万円）

1,25085,555 84,304

171,579 176,507 -4,928

基準価額 日付

設定来高値 199,877 2015年1月16日

設定来安値 144,491 2014年3月20日

比率(%)

不動産投資信託証券 98.08

REIT先物 1.83

短期資産等 0.09

　合計 100.00

ファンド

年月日
分配金

(課税前)

2014/07/15 1,100円
2014/10/15 1,100円
2015/01/15 1,270円
2015/04/15 1,270円
2015/07/15 1,060円
2015/10/15 1,430円
2016/01/15 1,300円
2016/04/15 1,540円
2016/07/15 1,190円
2016/10/15 1,360円
2017/01/15 1,430円
2017/04/15 1,550円
設定来合計 15,600円

※1 基準価額は信託報酬等控除後で算出されます。 

※2 設定来高値及び設定来安値は分配落ち後の基準価額で､該当した日付が複数日ある場合には､その初日を表示しております｡ 

※ 月中に分配があった場合の基準日の基準価額は、分配金込みです。 

■ 最終前ページ、最終ページの「主なリスクと手数料」および「留意事項」を必ずお読み下さい。  １/５
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No
1
2

セクター
オフィス特化型

数量（口） 評価金額（円） 純資産比率（%）
                 7.20        6,161,890,000         10,735

オフィス特化型                  6.84        5,855,525,000         10,475

銘柄名
日本ビルファンド投資法人

物流・インフラ施設特化型          12,967         3,104,299,800                  3.63

                 5.71        4,887,967,400         31,802

複合型・総合型
複合型・総合型
商業特化型
複合型・総合型

                 4.59        3,923,262,000         24,444
                 5.17        4,425,560,000         21,328

                 4.15        3,548,103,300         21,387
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銘柄コード
8951

8953
3462
8952

8972
3279
3281
8985
8955
3269
8984
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37
36
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44
43
42
41
40

3283

3453

3298
8958
3278
3227
3287

8960
8954

8956
8963
3292
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3226
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3460
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3459
3463
3473
3476

複合型・総合型            6,993         2,723,773,500                  3.18
ホテル特化型          30,107         2,393,506,500                  2.80

複合型・総合型          11,400         3,042,660,000                  3.56
住宅特化型          10,257         2,866,831,500                  3.35

オフィス特化型            3,241         1,944,600,000                  2.27
商業特化型            3,775         1,749,712,500                  2.05

物流・インフラ施設特化型          19,398         2,349,097,800                  2.75
複合型・総合型            4,794         2,303,517,000                  2.69

複合型・総合型          11,900         1,644,580,000                  1.92
物流・インフラ施設特化型            3,009         1,534,590,000                  1.79

住宅特化型            3,680         1,729,600,000                  2.02
物流・インフラ施設特化型            7,046         1,645,241,000                  1.92

           7,109         1,247,629,500                  1.46
オフィス特化型            9,919         1,240,866,900                  1.45

複合型・総合型            7,918         1,437,117,000                  1.68
オフィス特化型            2,387         1,353,429,000                  1.58
複合型・総合型

        1,099,756,800                  1.29
住宅特化型          12,475         1,035,425,000                  1.21

商業特化型            9,727         1,205,175,300                  1.41
複合型・総合型          24,716         1,193,782,800                  1.40

         10,016複合型・総合型

                 1.14
商業特化型            4,027           956,009,800                  1.12

複合型・総合型            7,433         1,015,347,800                  1.19
住宅特化型            8,406           995,270,400                  1.16

           4,039           979,053,600住宅特化型

                 1.09
複合型・総合型            2,977           886,252,900                  1.04

物流・インフラ施設特化型            8,366           947,867,800                  1.11
複合型・総合型            6,949           931,860,900                  1.09

           5,385           931,066,500複合型・総合型

                 0.82
オフィス特化型            1,774           683,877,000                  0.80

ホテル特化型            1,376           793,952,000                  0.93
複合型・総合型            2,245           755,442,500                  0.88

           2,506           701,930,600住宅特化型

                 0.70
物流・インフラ施設特化型            1,787           600,432,000                  0.70

オフィス特化型            6,199           650,895,000                  0.76
複合型・総合型            4,541           630,290,800                  0.74

           6,899           602,972,600複合型・総合型

                 0.30
複合型・総合型            1,216           254,630,400                  0.30

オフィス特化型            8,577           599,532,300                  0.70
ホテル特化型            2,396           365,629,600                  0.43

           1,742           255,899,800住宅特化型

                 0.26
ホテル特化型            1,748           201,894,000                  0.24

複合型・総合型            2,302           247,465,000                  0.29
複合型・総合型            1,407           239,612,100                  0.28

           2,663           219,697,500複合型・総合型

           1,927           166,107,400                  0.19
複合型・総合型            1,390           149,008,000                  0.17

           1,364           138,036,800ヘルスケア特化型
トーセイ・リート投資法人

いちごオフィスリート投資法人
森トラスト・ホテルリート投資法人
スターツプロシード投資法人

インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人

阪急リート投資法人

                 0.07

ヘルスケア特化型              542             92,627,800                  0.11
ヘルスケア特化型              612             89,474,400                  0.10

             620             57,908,000複合型・総合型

                 0.16
ホテル特化型            1,406           122,884,400                  0.14

住宅特化型

積水ハウス・レジデンシャル投資法人

日本ロジスティクスファンド投資法人
森ヒルズリート投資法人
産業ファンド投資法人
森トラスト総合リート投資法人
大和証券オフィス投資法人

Ｏｎｅリート投資法人

大江戸温泉リート投資法人

コンフォリア・レジデンシャル投資法人

ケネディクス商業リート投資法人
ラサールロジポート投資法人
積水ハウス・リート投資法人
福岡リート投資法人
日本リート投資法人
星野リゾート・リート投資法人
ＭＣＵＢＳ　ＭｉｄＣｉｔｙ投資法人
ケネディクス・レジデンシャル投資法人

ヘルスケア＆メディカル投資法人

グローバル・ワン不動産投資法人

スターアジア不動産投資法人
投資法人みらい
さくら総合リート投資法人
いちごホテルリート投資法人
サムティ・レジデンシャル投資法人

ヒューリックリート投資法人
ジャパンエクセレント投資法人
イオンリート投資法人
インヴィンシブル投資法人
プレミア投資法人
日本賃貸住宅投資法人
東急リアル・エステート投資法人

フロンティア不動産投資法人
日本アコモデーションファンド投資法人

平和不動産リート投資法人
三井不動産ロジスティクスパーク投資法人

販売用資料（基準日：2017年6月30日）NZAM 上場投信 東証REIT指数　（銘柄コード：1595）
追加型投信／国内／不動産投信／ETF／インデックス型

銘柄数: 58銘柄

日本ヘルスケア投資法人
ジャパン・シニアリビング投資法人
マリモ地方創生リート投資法人

野村不動産マスターファンド投資法人

ジャパンリアルエステイト投資法人

ユナイテッド・アーバン投資法人
日本リテールファンド投資法人

オリックス不動産投資法人
日本プロロジスリート投資法人
大和ハウスリート投資法人
アドバンス・レジデンス投資法人
日本プライムリアルティ投資法人
ジャパン・ホテル・リート投資法人
ＧＬＰ投資法人
アクティビア・プロパティーズ投資法人

ケネディクス・オフィス投資法人

※セクターは、㈱三井住友トラスト基礎研究所の独自分類。 

■ 組入銘柄一覧 

■ 最終前ページ、最終ページの「主なリスクと手数料」および「留意事項」を必ずお読み下さい。  ２/５
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■ 投資信託財産の１口当たりの純資産額の変動率を東証REIT指数の変動率に一致させることを目的として、東証REIT指数に採用されている

銘柄（採用予定を含みます。）の不動産投資信託証券を組入れることを原則とします。

■ 上記に沿うよう、投資信託財産の構成を調整するための指図を行うこと（有価証券指数等先物取引等を利用することを含みます。）があります。

■ 市況動向の資産規模などによっては、上記の運用が行えないことがあります。

■ 投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する不動産投資信託証券の貸付けを行うことができるものとします。

＜取引所における売買の場合＞

■上場市場 東京証券取引所

■銘柄コード １５９５

■上場日 ２０１４年３月７日（設定日：２０１４年３月６日）

■取引所における売買単位 １０口単位

＜取得申込・交換請求の場合＞

■取得単位 １ユニット以上１ユニット単位でお申込みいただけます。

「ユニット」：受益権取得時に適用される不動産投資信託証券のポートフォリオで、対象指数に連動すると委託会社が想定

するものです。

■ポートフォリオの提示 委託会社は、取得申込受付日の３営業日前までに、申込ユニット数に応じた現物不動産投資信託証券の

ポートフォリオを販売会社に提示します。

■取得価額 取得申込受付日の基準価額（１００口あたり）

■取得方法 追加設定は有価証券により行います。

■払込期日 販売会社が指定する日までに販売会社が指定する方法で引き渡しください。

■当初元本 １口当たり１，４８５円

■受益権の交換 ２０１４年４月８日以降、受益権と有価証券との交換ができます。

■交換単位 委託会社が定める一定口数の整数倍

■交換価額 交換申込受付日の基準価額（１００口あたり）

■交換期日 原則として、交換申込受付日から起算して４営業日目から振替機関等の口座に交換申込を行った受益者に係る有価証券の増加

の記載または記録が行われます。

■申込締切時間 原則として、正午までに販売会社が受け付けた申込みを当日分とします。

（申込みがこの時間を経過した場合は翌営業日の受付となります。）

■申込受付不可日 次の期日または期間における、取得、交換の各申込みについては、原則として受付を停止します。ただし、投資信託財産の状況、

資金動向、市況動向等を鑑み、投資信託財産に及ぼす影響が軽微である等と判断される場合は、取得、

交換の各申込の受付を行うことができます。

＜取得申込の受付の停止＞

・ 対象指数の構成銘柄の分配落日および権利落日の各々前営業日から起算して３営業日以内

・ 対象指数の銘柄変更実施日および銘柄口数変更実施日の３営業日前から起算して６営業日以内

・ 計算期間終了日の４営業日前から起算して５営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合は、当該計算期間終了日

の５営業日前から起算して６営業日以内）

・ ファンドが終了となる場合において、償還日の直前５営業日間

・ 対象指数の構成銘柄の投資口の併合、分割等に際し、委託会社が、投資方針に沿った運用を行うために必要と判断する期間

・ 委託会社が運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれがあると判断した場合その他やむを得ない事情

があると認めた場合

＜交換申込の受付の停止＞

・ 対象指数の構成銘柄の分配落日および権利落日の各々前営業日から起算して３営業日以内

・ 対象指数の銘柄変更実施日および銘柄口数変更実施日の３営業日前から起算して６営業日以内

・ 計算期間終了日の４営業日前から起算して５営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合は、当該計算期間終了日

の５営業日前から起算して６営業日以内）

・ ファンドが終了となる場合において、償還日の直前５営業日間

・ 対象指数の構成銘柄の投資口の併合、分割等に際し、委託会社が、投資方針に沿った運用を行うために必要と判断する期間

・ 委託会社が運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれがあると判断した場合その他やむを得ない事情

があると認めた場合

■取得・交換制限 委託会社は、発行会社等による大口の取得・交換の申込に対し、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれがあると判断

した場合には、制限を設けることがあります。

■取得・交換申込受付の 金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、委託会社が運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれがあると

中止および取消し 判断した場合その他やむを得ない事情があるときおよび委託会社が必要と認めるときは、取得・交換の申込の受付の中止、

取消しまたはその両方を行うことができます。

商品の特色

追加型投信／国内／不動産投信／ETF／インデックス型

販売用資料（基準日：2017年6月30日）NZAM 上場投信 東証REIT指数　（銘柄コード：1595）

■ お申込みメモ 

■ 最終前ページ、最終ページの「主なリスクと手数料」および「留意事項」を必ずお読み下さい。  ３/５
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　下記の事項は、この投資信託（以下｢当ファンド｣という。）をお申込みされる投資家の皆様にあらかじめ、ご確認いただきたい

重要な事項としてお知らせするものです。

　お申込みの際には、下記の事項および投資信託説明書（交付目論見書）の内容をよくお読みください。

＜取引所における売買の場合＞

■ 売買手数料・・・取引所における売買時にご負担いただくものです。

販売会社が個別に定める手数料とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

＜取得申込・交換（買取り）請求の場合＞

■ 取得時手数料・・・取得時にご負担いただくものです。

販売会社は、当該販売会社が個別に定める手数料ならびに当該手数料に係る消費税等に相当する金額を取得申込者から徴収することができるものとします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

■ 交換（買取り）時手数料・・・交換（買取り）時にご負担いただくものです。

販売会社は、受益権の交換または買取りに際して、当該販売会社が個別に定める手数料ならびに当該手数料に係る消費税等に相当する金額

を投資家から徴求することができるものとします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

■ 信託財産留保額・・・交換（買取り）時にご負担いただくものです。

ありません。

＜保有期間中＞

■ 信託報酬・・・保有期間中に間接的にご負担いただくものです。

ファンドの純資産総額に年率０．２６７８４％※（税抜０．２４８％）以内の率を乗じて得た額とします。

なお、不動産投資信託証券の貸付けを行った場合には、上記とは別に貸付けにかかる品貸料

（貸付不動産投資信託証券から発生する配当金相当額等を含まないものとします。）に５４％※（税抜５０％）以内の率を乗じて得た額がかかります。

（ファンドが投資対象とする不動産投資信託証券は市場の需給により価格形成されるため、その費用は表示しておりません。）

■ 受益権の上場に係る費用・・・保有期間中に間接的にご負担いただくものです。

・ 新規上場料および追加上場料：新規上場時の純資産総額に対して、および追加上場時の増加額（毎年末の純資産総額について、新規上場時および

新規上場した年から前年までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの増加額）に対して、０．００８１％※（税抜０．００７５％）。

・ 年間上場料：毎年末の純資産総額に対して、最大０．００８１％※（税抜０．００７５％）。

・ 上記の他、新規上場に際して上場審査料がかかります。

■ 対象指数の商標の使用料・・・保有期間中に間接的にご負担いただくものです。

投資信託財産の純資産総額に、年０．０３２４％※（税抜０．０３０％）以内を乗じて得た額となります。

■ その他の費用(＊)

・ 有価証券売買時の売買委託手数料 

・ 先物取引、オプション取引等に要する費用

・ 信託事務の処理に要する諸費用

・ 信託財産に関する租税

・ 受託者の立て替えた立替金の利息

・ 資金借り入れを行った場合の借入金利息

・ 投資信託財産に係る監査費用

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「費用と税金」をご覧ください。

(＊)｢その他の費用｣については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができません。

当該手数料等の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

　当ファンドは、主に東京証券取引所に上場されている不動産投資信託証券（Ｊリート）を主要投資対象としますので、組入不動産投資信託証券の価格の下落等の
影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金を割り込むことがあります。
当ファンドの基準価額の変動要因は、主に「価格変動リスク」、「流動性リスク」、「有価証券の貸し付けにおけるリスク」などがあります。
「価格変動リスク」にかかる指標は、東証REIT指数です。
　※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の｢投資リスク｣をご覧ください。

主なリスクと手数料

追加型投信／国内／不動産投信／ETF／インデックス型

販売用資料（基準日：2017年6月30日）NZAM 上場投信 東証REIT指数　（銘柄コード：1595）

■ 当ファンドに係るリスクについて 

■ 当ファンドに係る手数料等について 

■ 最終前ページ、最終ページの「主なリスクと手数料」および「留意事項」を必ずお読み下さい。  ４/５



設定・運用は

マンスリーレポート

＜東証REIT指数の著作権等について＞
■

■

■

■

■ 当ファンドは、（株）東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではありません。

■ （株）東京証券取引所は、当ファンドの購入者または公衆に対し、当ファンドの説明、投資のアドバイスをする義務を負いません。

■

■ 以上の項目に限らず、（株）東京証券取引所は、当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

■

■

■ 上記は主なリスクであり、以上に限定されるものではありません。

■

■

■

 

■委託会社 ： 農林中金全共連アセットマネジメント株式会社（金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第372号　

　　 一般社団法人 投資信託協会会員/一般社団法人 日本投資顧問業協会会員）

　　 信託財産の運用指図、目論見書および運用報告書の作成等を行います。

■委託会社 ： 三菱UFJ信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

追加信託に係る振替機関への通知等、信託財産の保管・管理・計算等を行います。

■販売会社 ： 以下をご覧ください。

　　 ファンドの募集の取扱い・販売、目論見書・運用報告書の交付、一部解約の請求の受付、収益分配金、償還金

および一部解約金の支払い等を行います。

　販売会社等につきましては、以下の照会先までお問い合わせください。

　■農林中金全共連アセットマネジメント株式会社

ホームページ：http://www.ja-asset.co.jp/

フリーダイヤル：0120-439-244（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

　お申込、投資信託説明書（交付目論見書）のご提供は

留意事項

東証REIT指数の指数値および東証REIT指数の商標は、株式会社東京証券取引所（以下「（株）東京証券取引所」という。）の知的財産であり、株価指数の算
出、指数値の公表、利用など東証REIT指数に関するすべての権利・ノウハウおよび東証REIT指数の商標に関するすべての権利は（株）東京証券取引所が有し
ます。

（株）東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、東証REIT指数の指数値の算出もしくは公表の停止または東証REIT指数
の商標の変更もしくは使用の停止を行うことができます。

（株）東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値および東証REIT指数の商標の使用に関して得られる結果ならびに特定日の東証REIT指数の指数値につい
て、何ら保証、言及をするものではありません。

（株）東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。
また、（株）東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。

（株）東京証券取引所は農林中金全共連アセットマネジメント株式会社または当ファンドの購入者のニーズを、東証REIT指数の指数値を算出する銘柄構成、計
算に考慮するものではありません。

当資料は、販売用資料として、農林中金全共連アセットマネジメント株式会社（以下、「当社」という）が作成した資料であり、法令に基づく開示資料ではありませ
ん。また、当資料は、当社が信頼できると判断したデータ等を基に作成しておりますが、その正確性、完全性等を保証するものではありません。当資料に記載さ
れた意見・見通しは、作成日時点での当社の判断を反映したものであり、今後事前の通知なしに内容を変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動
等を保証するものではありません。当資料に運用実績等に関するグラフ・数値等が掲載されている場合、それらはあくまでも過去の実績であり、将来の運用成
果等を保証するものではありません。市況動向等および資金動向等により、ファンドの基本方針通りの運用が行えない場合があります。

投資信託は、主に国内外の株式や債券、その他有価証券等を投資対象としますので、組入有価証券等の価格の変動（価格変動リスク）や組入有価証券等の
発行会社の倒産や財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化（信用リスク）、外貨建資産に投資する場合には為替の変動（為替変動リスク）等の
影響により基準価額が日々変動します。したがって、金融機関の預貯金等と異なり、元本および収益分配が保証されるものではなく、投資元本を割り込むことが
あります。また、運用の成果は運用の実績により変動します。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様に負っていただくことにな
ります。

投資信託は預貯金や保険商品とは異なり、預金保険機構、貯金保険機構、保険契約者保護機構の保護対象ではありません。
投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。

投資信託にご投資いただく際には、販売手数料、信託報酬、監査費用、信託財産留保額、解約手数料、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費
用（組入有価証券の売買および保管にかかる費用を含みます）等を直接または間接的にご負担いただく場合があります。これらの手数料や諸経費等は各ファ
ンド毎に異なります。詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご確認下さい。
なお、これらの手数料や諸経費等のうち、運用状況等により変動するものについては、事前に表示することができません。また、これらの手数料や諸経費等の
合計額については、お客様の保有期間等に応じて異なりますので、原則として表示することができません。

販売用資料（基準日：2017年6月30日）NZAM 上場投信 東証REIT指数　（銘柄コード：1595）

当ファンドのご購入の際には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご自身で投資をご判断下さい。当該投資信託説
明書（交付目論見書）につきましては、販売会社にご請求下さい。

追加型投信／国内／不動産投信／ETF／インデックス型

■ 委託会社、その他の関係法人 
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